
11　法令に基づく引当金等の明細

　　当事業年度は、法令に基づく引当金を設定していないため、記載を省略しております。

12　保証債務の明細

　　当事業年度は、保証債務を有していないため、記載を省略しております。

13　資本金及び資本剰余金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

8,302,582,580 0 0 8,302,582,580

8,302,582,580 0 0 8,302,582,580

8,893,500 0 0 8,893,500
目的積立金を
財源とする固定
資産の購入

2,772,063 0 0 2,772,063 減資差益

11,665,563 0 0 11,665,563

△ 3,948,279,479 △ 81,402,246 0 △ 4,029,681,725 損益外資産の償却

△ 690,000 0 0 △ 690,000 損益外資産の減損

△ 354,792,487 0 △ 354,792,487 損益外資産の除却

△ 4,292,096,403 △ 81,402,246 0 △ 4,373,498,649

14　積立金の明細
（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

38,472,033 432,841,431 471,313,464 0

1 20,319,658 20,319,657 2

0 0 0 0

38,472,034 453,161,089 491,633,121 2

（注１）前期未処分利益の積立てにより増加しました。

（注２）第４期中期目標終了期間につき積立金相当額を国庫へ納付したこと及び積立金への振替えにより減少しました。

（注３）積立金からの振替えにより増加しました。

（注４）前中期目標期間から繰り越した研究用消耗品等の棚卸及び雑誌の使用・納品に要する費用への振替えにより減少

　　　　しました。

15　目的積立金の取崩しの明細

金　　額

目的積立金 0

計 0

前中期目標期
間繰越積立金

20,319,657

計 20,319,657

16　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位:円）

0 1,043,245,000 837,136,742 70,833,290 0 907,970,032 69,645,664 65,629,304

目的積立金

前中期目標期間繰越積立金

摘　要

（注１、２）

（注３、４）

区　　　　分

通則法第44条１項の積立金

区　　    分

資本金
政府出資金

計

資本剰余金

資本剰余金

　贈与資本剰余金

　その他資本剰余金

計

減損損失相当累計額

除売却差額相当累計額

差引計

減価償却相当累計額

期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額
引当金見返
との相殺額運営費

交付金収益
資産見返

運営費交付金
資本

剰余金
小計

期末残高

その他
14　積立金の明細（注４）を参照

計

区分 摘　　　　　　　要

目的積立金
取崩額



（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細

（単位:円）

費用

255,510,973 255,510,973

581,625,769 565,854,065

0 0

837,136,742 821,365,038

　②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細

（単位:円）

振替額 振替額

（３）引当金見返との相殺額の明細

（単位:円）

相殺額

69,645,664

（４）運営費交付金債務残高の明細

（単位:円）

合　　計 65,629,304

17　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　　当事業年度は、運営費交付金以外には国等から財源措置されていないため、記載を省略しております。

期間進行基
準を採用した
業務に係る
分

0

費用進行基準による振替額

業務経費：253,206,477、退職手当：2,304,496

人件費：376,063,944、一般管理費：189,790,121

業務達成基準による振替額

期間進行基準による振替額

運営費
交付金収益

運営費交付金の主な使途

主な使途
区分

-0
会計基準第81第４項による振
替額

70,833,290 0

合　　計

・ガンマ線核種分析装置の半導体検出器等の更
新及び点検・JCSS校正作業：29,370,000
・製造実験棟特殊空調機：14,960,000
・化学発光硫黄検出器を備えたガスクロマトグラフ
分析装置：10,406,000

主な使途

資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

主な使途

その他 9,263,369
○翌事業年度以降に繰り越した運営費交付金債務の使用見込みは以下のとおりです。
　・施設等資産の経年劣化による更新等に使用予定。

○翌事業年度への繰越額はない。

費用進行基
準を採用した
業務に係る
分

0 ○翌事業年度への繰越額はない。

引当金見返との相殺

相殺額の内訳

賞与引当金見返：32,510,882
退職給付引当金見返：37,134,782

運営費交付
金債務残高

業務達成基
準を採用した
業務に係る
分

使用見込み

○翌事業年度以降に繰り越した運営費交付金債務の使用見込みは以下のとおりです。
　・研究機器等業務用資産の経年劣化による更新等に使用予定。
　・中期目標期間内に退職した役職員へ支給する退職金に使用予定。

56,365,935


